
（１枚目）

斜面地対象行為の計画確認申請書
　年　　月　　日

（宛先）川崎市長　　

　申　　請　　者　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏　名　　　　　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　　　（　　　）


川崎市斜面地建築物の建築の制限等に関する条例第４条第１項の規定により、次のとおり申請します。

	※受付年月日及び番号
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　　　　第　　　　　　号　　　　

	※　備　考


（2枚目）

	地名地番
	　　　　　　　　　　　　　　　　

	開発行為の有無
	　　　　　　　□　有　　　　　　　　　　　□　無

	斜面地対象行為
の該当要件
	□　周囲の地面と接する位置の高低差が３ｍを超える

□　敷地内の地面の高低差が５ｍを超える

	用途地域（指定容積率／
指定建蔽率）
	　　　　　　　　　　　　　　地域　　　（　　　　　　％／　　　　　％）

	高度地区
	第　　　種高度地区　　・　　指定なし

	規制に関する区域
	宅地造成工事規制区域・急傾斜地崩壊危険区域・その他（　　　　　　　　　）

	敷地面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡

	主要用途
	　□ 共同住宅　　□ 長屋　　□ 老人ホーム等（　　　　　　　　　　　　　）

	工事種別
	　　□　新築　　　　□　増築　　　　□　改築　　　　□　移転　

	建築面積（建蔽率）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡　　　（　　　　　　　　　％）

	延べ面積（容積率）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎡　　　（　　　　　　　　　％）

（地階の住宅の部分　　　　　　　　　㎡）

	建築物の高さ
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｍ

	階数
	階数　　　　　　　　　　（地上　　　　、地下　　　　）

	総層数・絶対高さ
	　　　層　・　建築物が周囲の地面と接する最も低い位置からの高さ　　　　ｍ

	戸数
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　戸

	斜面地対象行為者の
住所、氏名及び電話番号
	

	代理者の住所
氏名及び電話番号
	

	設計者の住所
及び氏名
	

	工事監理者の住所

及び氏名
	

	工事の請負人の住所
及び氏名
	

	工事着手予定年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日

	工事完了予定年月日
	　　　　　　年　　　　月　　　　日


注　１　※印の欄には、記入しないでください。

２　申請者の氏名（法人にあっては、その代表者の氏名）の記入を自署で行う場合には、押印を省略することができます。

３　斜面地対象行為者、設計者、工事監理者又は工事の請負人が２以上のときは、この申請書には代表となる者について記入し、別紙に他の者についてそれぞれ必要な事項を記入して添付してください。

４　代理者の場合は、代理権を有することを証する書面を添付してください。

第３号様式





法人にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名








